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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第23期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第24期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第23期

会計期間
自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日

売上高 (千円) 2,097,581 2,089,035 8,738,385

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △95,149 △20,495 124,847

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △108,859 △84,850 95,173

純資産額 (千円) 651,098 789,716 873,882

総資産額 (千円) 2,900,651 3,317,340 3,662,853

１株当たり純資産額 (円) 11,525.71 13,738.07 15,290.95

１株当たり
当期純利益金額
又は四半期純損失(△)

(円) △1,983.01 △1,545.66 1,733.70

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.8 22.7 22.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △159,085 △170,343 235,434

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △26,937 4,670 △109,636

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 71,439 10,057 297,932

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 940,879 1,325,977 1,481,592

従業員数 (名) 426 430 407

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注) ２　従業員数は就業人員であり、関係会社等への出向社員は除いております。

(注) ３　第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、第23期第１四半期連結累計(会計)期間及び第24期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式も存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 430(207)

(注) １　従業員数は就業人員であり、関係会社等への出向社員は除いております。

(注) ２　従業員数の(外書)は、臨時従業員(嘱託及びパートタイマー)の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であ

ります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 361(112)

(注) １　従業員数は就業人員であり、関係会社等への出向社員は除いております。

(注) ２　従業員数の(外書)は、臨時従業員(嘱託及びパートタイマー)の当第１四半期会計期間の平均雇用人員でありま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

　情報誌関連 85,661 ―

　配布関連 ― ―

　FC関連 4,008 ―

　営業支援関連 5,260 ―

　その他 6,410 ―

合計 101,340 ―

(注) 金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

　情報誌関連 712,550 ―

　配布関連 168,081 ―

　FC関連 36,375 ―

　営業支援関連 60,883 ―

　その他 97,032 ―

合計 1,074,923 ―

(注)　金額は仕入価額によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社グループの事業は、受注確定から売上日まで期間は最短３日から１ヵ月程度であります。よって第

１四半期連結会計期間末日現在の受注残高は、第１四半期連結累計期間の売上高に比して僅少であるた

め、その記載を省略しています。
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(4) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

　情報誌関連 1,427,466 ―

　配布関連 283,660 ―

　FC関連 68,720 ―

　営業支援関連 163,958 ―

　その他 145,230 ―

合計 2,089,035 ―

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における日本経済は、新興国経済の好調を追い風に、自動車や電機、生産用

機械メーカーなどの輸出や生産、設備投資に復調が感じられるものの、自律的な回復力はなお弱く、また、

欧州を中心とする金融不安や米中経済の減速、円高などの不安材料を抱え、先行きの見通しは難しい状況

で推移しました。雇用・所得環境に厳しさが残る中、個人消費においては各種対策に刺激され、耐久消費

財を中心に多少の持ち直しが見られるものの、レジャーや教育費などは、引き続き縮小の傾向が続いてお

ります。

このような経営環境の中、当社グループは、創業以来の紙媒体を軸とするビジネスモデルから、クロス

メディア及びケータイメール、ポイントサービスなどの販促ツールで総合的な営業支援を行う事業モデ

ルへの転換を進めてまいりました。

　４月には、「経営戦略室」と「管理本部」を統合し、新たに「経営統括本部」とし、「事業本部」と「Ｆ

Ｃ推進本部」を統合し、新たに「事業統括本部」とする二統括本部制を敷き、既存事業の強化及びＩＴ事

業の拡大にあたって、迅速かつ柔軟な運営の実現を図りました。

メディア事業の新たな動きとしましては、５月に、これまでフランチャイズが運営する関西地域を中心

に展開していた子育てママの会員制地域コミュニティサイト「まみたん．ｎｅｔ」の横浜・横須賀版

を、関東及び直営エリアで初めてオープンしました。また、「ぱどポイントサービス(ぱどポ)」の従来の

展開地域、横浜市全域、埼玉県一部、大阪府泉州地域に加え、７月にサービスインする東京23区、東京都下、

川崎市、町田市、相模原市、埼玉県東部、千葉県北部、仙台市、浜松市、福岡県での加盟店の募集と、継続的な

会員の募集を進めてまいりました。

このような事業展開を行いましたが、不安定な経済環境下での広告主の広告予算の削減による客単価

の落ち込み、また年度初めの人件費増により当第１四半期連結会計期間における連結の売上高は、

2,089,035千円（対前年同四半期比0.4％減）となりました。利益面におきましては、営業損失22,612千円

（前年同四半期は98,886千円の営業損失）、経常損失20,495千円（前年同四半期は95,149千円の経常損

失）、四半期純損失84,850千円（前年同四半期は108,859千円の四半期純損失）となりました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

　
［情報誌関連］

前第１四半期連結会計期間に、一部の地域において発行サイクルの見直しを行い、毎週発行から隔週発

行としたこと、また景況を受けて広告費が縮小し、顧客単価が減少したことなどから、当第１四半期連結

会計期間において、売上高は1,427,466千円（前年同期比2.6％減）セグメント利益は629,254千円となり

ました。

［折込関連］

折込関連では、配布先を指定する折込チラシのニーズが高まったことにより、当第１四半期連結会計期

間において、売上高は283,660千円（前年同期比3.4％増）セグメント利益は115,578千円となりました。

［ＦＣ関連］

西日本地域の発行回数減などによりロイヤリティ売上が減少した結果、当第１四半期連結会計期間に

おいて、売上高は68,720千円（前年同期比11.1％減）セグメント利益は28,336千円となりました。

［営業支援関連］

商売名人プラスの販売地域拡大、及び誌面掲載とＷＥＢ掲載をセットで販売する定額プランの受注増

加などにより、当第１四半期連結会計期間において、売上高は163,958千円（前年同期比24.4％増）セグ

メント利益は41,787千円となりました。

［その他］

制作及び他媒体掲載の売上は増加いたしましたが、新聞折込代行の売上が減少したため、当第１四半期

連結会計期間において、売上高は145,230千円となりました。

　

セグメント情報については、セグメント間の内部取引に係る額を相殺消去しています。（セグメント情

報の詳細は、第５経理の状況を参照）

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ345,512千円減少し、3,317,340千円

となりました。減少の主な内訳は、現金及び預金が154,114千円、受取手形及び売掛金が162,893千円減少

したものであります。

当第１四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末に比べ261,346千円減少し、2,527,624千円

となりました。これは主に支払手形及び買掛金が281,348千円減少したものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ84,166千円減少し、789,716千円と

なりました。これは主に利益剰余金が84,850千円減少したものであります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度

末と比べ155,614千円減少し、当第１四半期連結会計期間末には、1,325,977千円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は下記のとおりであ

ります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果減少した資金は170,343千円となりました。

　資金増加の主な内訳は、売上債権の減少額170,991千円（前年同四半期比52,634千円増）であり、資金減

少の主な内訳は、仕入債務の減少281,348千円（前年同四半期比152,094千円増）及び未払費用の減少

47,937千円（前年同四半期比2,688千円減）であります。　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果増加した資金は4,670千円となりました。

　資金増加の主な内訳は、敷金及び保証金の回収による収入14,656千円（前年同四半期比14,656千円増）

であり、資金減少の主な内訳は、無形固定資産の取得による支出6,320千円（前年同四半期比22,072千円

減）によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果増加した資金は10,057千円となりました。

　資金増加の主な内訳は、短期借入金の純増額50,000千円（前年同四半期比20,000千円増）であり、資金

減少の主な内訳は、長期借入金の返済による支出32,499千円（前年同四半期比26,633千円増）でありま

す。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ぱど(E05175)

四半期報告書

 7/29



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000

計 144,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,896 54,896

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー
・マーケット－「ヘ
ラクレス」)

単元株制度を採用しておりま
せん。

計 54,896 54,896 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 ― 54,896 ― 526,535 ― 311,033

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 54,896 54,896 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 54,896 ― ―

総株主の議決権 ― 54,896 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が316株(議決権316個)含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年　
４月 ５月 ６月

最高(円) 41,00039,00031,500

最低(円) 21,40025,00026,000

(注)　最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,348,551 1,502,666

受取手形及び売掛金 905,698 1,068,592

有価証券 218,239 218,188

仕掛品 13,418 12,674

原材料及び貯蔵品 2,271 2,444

その他 130,947 136,025

貸倒引当金 △22,007 △27,947

流動資産合計 2,597,119 2,912,642

固定資産

有形固定資産 ※１
 75,516

※１
 52,534

無形固定資産 ※２
 256,393

※２
 274,809

投資その他の資産 ※３
 388,311

※３
 422,866

固定資産合計 720,220 750,210

資産合計 3,317,340 3,662,853

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,237,119 1,518,467

短期借入金 470,000 420,000

1年内返済予定の長期借入金 129,996 129,996

未払法人税等 7,209 42,402

資産除去債務 1,300 －

その他 440,132 430,887

流動負債合計 2,285,757 2,541,753

固定負債

長期借入金 176,942 209,441

資産除去債務 34,937 －

その他 29,987 37,776

固定負債合計 241,866 247,217

負債合計 2,527,624 2,788,970

EDINET提出書類

株式会社ぱど(E05175)

四半期報告書

11/29



(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 526,535 526,535

資本剰余金 311,033 311,033

利益剰余金 △83,103 1,747

株主資本合計 754,465 839,315

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △300 96

評価・換算差額等合計 △300 96

少数株主持分 35,550 34,470

純資産合計 789,716 873,882

負債純資産合計 3,317,340 3,662,853
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 2,097,581 2,089,035

売上原価 1,225,933 1,176,264

売上総利益 871,647 912,770

販売費及び一般管理費 ※
 970,533

※
 935,383

営業損失（△） △98,886 △22,612

営業外収益

受取利息 124 64

受取配当金 52 42

持分法による投資利益 3,406 4,485

受取手数料 229 211

違約金収入 780 1,415

その他 951 773

営業外収益合計 5,545 6,993

営業外費用

支払利息 1,808 3,911

その他 － 965

営業外費用合計 1,808 4,876

経常損失（△） △95,149 △20,495

特別利益

投資有価証券売却益 1,323 －

特別利益合計 1,323 －

特別損失

貸倒引当金繰入額 － 47,588

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,705

特別損失合計 － 57,294

税金等調整前四半期純損失（△） △93,826 △77,790

法人税、住民税及び事業税 1,755 4,507

法人税等調整額 13,367 1,472

法人税等合計 15,123 5,979

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △83,770

少数株主利益又は少数株主損失（△） △89 1,080

四半期純損失（△） △108,859 △84,850

EDINET提出書類

株式会社ぱど(E05175)

四半期報告書

13/29



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △93,826 △77,790

減価償却費及びその他の償却費 19,291 24,807

のれん償却額 169 18

持分法による投資損益（△は益） △3,406 △4,485

投資有価証券売却損益（△は益） △1,323 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,705

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,389 48,628

受取利息及び受取配当金 △176 △106

支払利息 1,808 3,911

売上債権の増減額（△は増加） 118,356 170,991

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,161 △571

仕入債務の増減額（△は減少） △129,254 △281,348

未払費用の増減額（△は減少） △50,625 △47,937

その他の流動資産の増減額（△は増加） △914 △13,042

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,158 13,112

その他の固定資産の増減額（△は増加） △8,835 △6,588

その他の流動負債の増減額（△は減少） △12,825 36,472

小計 △148,852 △124,222

利息及び配当金の受取額 176 106

利息の支払額 △1,860 △3,935

法人税等の支払額 △8,549 △42,291

営業活動によるキャッシュ・フロー △159,085 △170,343

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,100 △1,500

定期預金の払戻による収入 2,400 －

有価証券の取得による支出 △98 △51

有形固定資産の取得による支出 △2,625 △713

無形固定資産の取得による支出 △28,392 △6,320

投資有価証券の売却による収入 2,323 －

敷金及び保証金の回収による収入 － 14,656

その他 1,554 △1,401

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,937 4,670

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 30,000 50,000

長期借入れによる収入 50,000 －

長期借入金の返済による支出 △5,866 △32,499

リース債務の返済による支出 △2,694 △2,300

その他 － △5,142

財務活動によるキャッシュ・フロー 71,439 10,057
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(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △114,583 △155,614

現金及び現金同等物の期首残高 1,055,462 1,481,592

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 940,879

※
 1,325,977
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  会計処理基準に関する事項の変更 （１）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適

用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

24号　平成20年３月10日）を適用しております。

　これによる経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影響はあ

りません。

（２）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　

平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ644千円増加しており、

税金等調整前四半期純損失は10,350千円増加しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は36,237千

円であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「敷金及び保証金の回収による収入」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲

記することとしました。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含まれる「敷金及び保証金の回収による収入」は、7,405千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日　　至　平成22年６月30日）

①一般債権の貸倒見積
高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい

変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定

しております。

②棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年

度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

③固定資産の減価償却
の算定方法

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し

て算定する方法によっております。

④繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方
法　

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用

した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 76,661千円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 65,295千円
　

※２　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 6,968千円

負ののれん 3,333千円

差引 3,634千円
 

※２　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 7,542千円

負ののれん 3,889千円

差引 3,652千円
 

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　投資その他の資産 78,382千円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　投資その他の資産 23,813千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給与 490,626千円

従業員賞与 70,354千円

法定福利費 76,272千円

賃借料 95,025千円

貸倒引当金繰入額 3,561千円
 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給与 477,620千円

従業員賞与 82,909千円

法定福利費 78,435千円

賃借料 79,755千円

貸倒引当金繰入額 1,039千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 958,008千円

預入期間が３か月を超える定期預
金

△17,129千円

現金及び現金同等物 940,879千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,348,551千円

預入期間が３か月を超える定期預
金

△22,573千円

現金及び現金同等物 1,325,977千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 54,896

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「メディア

事業」の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

 

１  報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業統括本部を置き、取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。

　従って、当社は事業統括本部を基礎とした商品・サービス別セグメントから構成されており、「情報誌

関連」、「折込関連」、「ＦＣ関連」及び「営業支援関連」の４つを報告セグメントとしております。

　「情報誌関連」は、自社制作の情報誌への広告掲載を販売しております。「折込関連」は、自社制作の情

報誌へのチラシ折込サービスを販売しております。「ＦＣ関連」は、フランチャイジーからのロイヤリ

ティ及び各種業務受託サービスであります。「営業支援関連」は、Ｗｅｂメディアへの広告掲載及び販売

促進ツールの提供販売を行っております

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
情報誌関連 折込関連 ＦＣ関連

営業支援
関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,427,466283,66068,720163,9581,934,805145,2302,089,035

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

16,26721,0713,37582,011122,725104,177226,902

計 1,443,733304,73172,095245,9692,066,530249,4072,315,938

セグメント利益 629,254115,57828,33697,814870,98341,787912,770

（注）１「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、制作・印刷代行サービス、他社媒体

を利用した広告掲載及び配布サービスを含んでおります。
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 870,983

「その他」の区分の利益 41,787

全社費用等(注) △935,384

四半期連結損益計算書の営業利益（△損失） △22,612

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費であります。

　

４　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(有価証券関係)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(資産除去債務関係)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　
　 13,738.07円

　

　 　
　 15,290.95円

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 789,716 873,882

普通株式に係る純資産額(千円) 754,165 839,411

差額の主な内訳(千円) 　 　

　少数株主持分 35,550 34,470

普通株式の発行済株式総数(株) 54,896 54,896

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

54,896 54,896

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 1,983.01円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
―

　

１株当たり四半期純損失金額 1,545.66円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
―

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

(注) ２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 108,859 84,850

普通株式に係る四半期純損失(千円) 108,859 84,850

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 54,896 54,896
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引についてリース取引開始日が平成20年３月31日以前のものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけ

る当該リース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりませ

ん。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月14日

株式会社ぱど

取締役会　御中

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　杉　　田　　　　　純　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　川　　村　　啓　　文　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ぱどの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ぱど及び連結子会社の平成21年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

　

EDINET提出書類

株式会社ぱど(E05175)

四半期報告書

28/29



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月12日

株式会社ぱど

取締役会　御中

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　杉　　田　　　　　純　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　川　　村　　啓　　文　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ぱどの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ぱど及び連結子会社の平成22年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第

１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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